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５Ｇ導入当初における接続料の設定方法について（要請） 

 

 

「モバイル市場の競争環境に関する研究会」最終報告書（令和２年２月）を踏まえ、

５Ｇ導入当初におけるデータ伝送交換機能の接続料（回線容量単位接続料、回線数単

位接続料及びＳＩＭカード提供料）については、４Ｇに係る接続料と５Ｇに係る接続

料を一体として設定して差し支えないこととする。 

ただし、５Ｇ導入当初においては、４Ｇに係る接続料を単独で設定する場合と比べ

て、４Ｇに係る接続料と５Ｇに係る接続料を一体として設定する接続料（以下「一体

接続料」という。）の水準が相当程度高額となることが考えられ、その程度によって

は、ＭＶＮＯの経営に大きな影響を及ぼすこととなる可能性があることから、一体接

続料について、総務省において検証を行うこととする。 

具体的には、一体接続料について、４Ｇに係る接続料を単独で設定する場合と比較

して、料額の水準にどの程度差が生じるのか、それが今後どのように推移していくの

かについて検証を行うため、４Ｇに係る接続料を単独で設定する場合の料額の推計値

及びその推移並びにそれらの算定根拠を、令和２年度に適用される接続料の届出と同

時期に総務省に情報提供されたい。 

あわせて、５Ｇ導入後の接続料及び網改造料について、５Ｇ導入の影響がどの程度

寄与しているのか、ＭＶＮＯからの求めに応じて適切に説明されたい。 

 

以上 
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